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議案第２５号 
 

令和７年度五戸町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 
 
令和７年度五戸町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 
（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 1,409 千円を減額し、歳入歳出予算の総
額を歳入歳出それぞれ 598,277 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 
 

令和８年３月５日 提出 
 

                    五戸町長 若 宮 佳 一 
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第 １ 表　 歳 入 歳 出 予 算 補 正

  歳　入

-

受 託 事 業 収 入

雑 入

　合　　　　　　計

5.

4.

5.

（単位:千円）

款 項

諸 収 入

歳　　　　　入　　

3-

35,166

16,298

18,495

599,686

 補 正 前 の 額  

△1,409

△1,854

445

△1,409

 補 正 額  

33,757

14,444

18,940

598,277

計



  歳　出

総 務 管 理 費

徴 収 費

繰 出 金

　合　　　　　　計

1.

3.

1.

2.

2.

（単位:千円）

4 --

款 項

総 務 費

諸 支 出 金

歳　　　　　出　　

17,216

16,587

629

42,711

34,792

599,686

 補 正 前 の 額  

0

△254

254

△1,409

△1,409

△1,409

 補 正 額  

17,216

16,333

883

41,302

33,383

598,277

計



歳入歳出補正予算事項別明細書

(歳　　　　入)

-

1

2

3

4

5

6

5-

１  総　　　括

（単位：千円）

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

国庫支出金

208,441

2

345,964

7,742

35,166

2,371

599,686

-

-

-

-

△1,409

-

△1,409

208,441

2

345,964

7,742

33,757

2,371

598,277

34.8

0.0

57.8

1.3

5.7

0.4

100.0

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 構 成 比 （ ％ ）

　 歳 入 合 計 　



(歳　　　　出)

1

2

3

6 --

（単位：千円）

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

17,216

539,759

42,711

599,686

-

-

△1,409

△1,409

17,216

539,759

41,302

598,277

 国県支出金 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△1,409

△1,409

0

0

0

0

2.9

90.2

6.9

100.0

 地 方 債   そ の 他  
 一般財源  

款 補正前の額 補 正 額 計
構成比

 補 正 額 の 財 源 内 訳  

 特 定 財 源  
（％）

　 歳 出 合 計 　
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２　歳　　　入
５款  諸収入   ４項  受託事業収入

目 補正前の額 補  正  額 計
節

区　          分 金　       額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 後期高齢者健康 7,986 △896 7,090  1. 後期高齢者健康 △896 後期高齢者健康診査業務委託料

診査業務実施委 診査業務実施委

託収入 託収入

2. 保健事業と介護 8,312 △958 7,354  1. 保健事業と介護 △958 保健事業と介護予防の一体的実施業務委託料

予防の一体的実 予防の一体的実

施委託収入 施委託収入

計 16,298 △1,854 14,444

５款  諸収入   ５項  雑入

目 補正前の額 補  正  額 計
節

区　          分 金　       額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

2. 雑入 4,090 445 4,535  1. 雑入 445 補助金等

計 18,495 445 18,940
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３　歳　　　出
１款  総務費   １項  総務管理費

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 一般管理費 16,587 △254 16,333 △254 3. 職員手当等 △197 期末手当　　　　　　　　　　　　　　　△60

勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　 △137

 11.役務費 △57 通信運搬費

計 16,587 △254 16,333 △254

１款  総務費   ２項  徴収費

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 徴収費 629 254 883 254 18.負担金・補助 254 納税貯蓄組合奨励交付金

及び交付金

計 629 254 883 254

３款  諸支出金   ２項  繰出金

目 補正前の額 補正額 計

補正額の財源内訳

特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　　明

（単位:千円）

1. 一般会計繰 34,792 △1,409 33,383 △1,409  27.繰出金 △1,409 一般会計繰出金

出金

計 34,792 △1,409 33,383 △1,409



（後期高齢者医療特別会計）

給 与 費 明 細 書

1 特　別　職

給 与 費

期末手当

区　　　分 職員数 報　酬 給　料
(千円）

寒冷地手当
そ　の　他

計 共済費 合　計 備　考

年間支給率 の　手　当

(人） (千円） （千円） 　(3.4月分） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補
長　等

正
議　員

後
その他

計

補
長　等

正
議　員

前
その他

計

長　等

比
議　員

較
その他

計

- 9 -



2　一　般　職

(1)　総　　括

給 与 費 共　済　費 退職手当

区　分 職　員　数 (公務災害 組合負担金 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

負担金含む）

(人） (千円） （千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （千円）

補正後 1 3,228 1,362 4,590 995 423 6,008

補正前 1 3,228 1,559 4,787 995 423 6,205

比　較 △ 197 △ 197 △ 197

区　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補　正　後 84 211 612 414 41

補　正　前 84 211 672 551 41

職員手当の内訳 比　　較 △ 60 △ 137

区　分 住居手当

(千円）

補　正　後

補　正　前

比　　較
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　明

(千円） (千円） (千円）

給　　料 １　給与改定に １　人勧による
　  伴う増減分     給与改定分

２　昇給に １　定期昇給に
　  伴う増加分 　　よる増加分

３　その他の １　退職に伴う 　職員数の異動状況
　　増減分 　　減額分

在職職員数 その他 　　 計
補正後 　　　　1　人 1　人
補正前 　　　　1　人 1　人

２　採用に伴う 増　減 　　　　0　人 0　人
　　増加分

３　会計間異動 　採用･退職の状況等
　に伴う増減分       採　　　　用　　　　者 0　人

      退　　　　職　　　　者 0　人
  　　会 計 間 異 動 (増減数） 0　人

４　その他

区　　分 備　　　　　　　　　　　　考
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増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　明

(千円） (千円） (千円）

職員手当 △ 197 １　給与改定に １　人勧による
　　伴う増減分 　　給与改定分

２　昇給に １　定期昇給に
　　伴う増加分 　　よる増加分

３　その他の △ 197 １　退職に伴う
　　増減分 　　減額分

２　採用に伴う
　　増加分

３　会計間異動
　に伴う増減分

４　その他 期末手当 △ 60 千円
△ 197 勤勉手当 △ 137 千円
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区　　分 備　　　　　　考



(3)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与
区　　　　　　　　　　　分

平均給料月額（円）

 8年  3月 1日 平均給与月額（円）

　　　　　現在 平均年齢　　（歳）

平均給料月額（円）

 7年 12月 1日 平均給与月額（円）

　　　　　現在 平均年齢　　（歳）

（注）　平均給与月額には、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当は含まない。

　イ　初　任　給

高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

　ウ　級別職員数

職員数　（人） 構成比　（％）
１級
２級 1 100.0
３級

令和８年　３月　１日　現在 ４級
５級

６級
計（100%） 1 100.0

１級
２級 1 100.0
３級

令和７年１２月　１日　現在 ４級
５級
６級

計（100%） 1 100.0
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行　　政　　職

269,000

293,583

33.14

269,000

293,583

33.13

232,000

行　　政　　職 行　　政　　職

（円） （円）

行　　　政　　　職

国　　　　の　　　　制　　　　度

区　　　　分

区　　　　　　　　分 等　　　級

200,300 200,300

216,500 216,500

232,000



（級別の標準的な職務内容）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

主 査

　エ　昇給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　計 行政職

 （Ａ）　（人） 1 1

 （Ｂ）　（人） 1 1

１号給　（人）

補　正　後 ２号給　（人）

号給数別内訳 ３号給　（人）

４号給　（人） 1 1

６号給　（人）

８号給　（人）

　　　比　　率　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

 （Ａ）　（人） 1 1

 （Ｂ）　（人） 1 1

１号給　（人）

補　正　前 ２号給　（人）

号給数別内訳 ３号給　（人）

４号給　（人） 1 1

６号給　（人）

８号給　（人）

　　　比　　率　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

　オ　期末･勤勉手当

６月（月分） １２月（月分） （月分）

補　正　後 2.275 2.375

補　正　前 2.275 2.375

国の制度 2.3 2.35

4.65

有

職 員 数

支　給　率　計

有

4.65
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昇給に係る職員数

区　　　分
支給期間別支給率

区 分

級等による加算措置

職 員 数

昇給に係る職員数

行　　　　　政　　　　　職

4.65

備　　　考
職制上の段階、職務の

有



　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

・定年前早期退職特例措置

　　　（２％～４５％加算）

・職務の級に応じた調整額

　キ　特殊勤務手当

代表的な特殊勤務手当の名称

　ク　その他の手当

区                      分 国 の 制 度 と の 異 同 差   異   の   内   容

扶       養       手       当 同

住       居       手       当 同

通       勤       手       当 異　（自家用） 距離区分により割増
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備　　　考

33.27075 47.709 47.709 なし

その他の加算措置等 退職時特別昇給

代　　　　　表　　　　　的　　　　　な　　　　　職　　　　　種

給料総額に対する比率　　　（％）

支給対象職員の比率　　　　(％)
（　　年　　月　　日現在）

区　　　　　　　　　　分 全　　　　　職　　　　　種

47.70933.27075
国の制度

（支給率等）

・定年前早期退職特例措置

区　　分

・職務の級に応じた調整額

なし47.709 （２％～４５％加算）

支給率等 24.586875

24.586875


